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旧新潟市長公舎の利活用に関するサウンディング型市場調査 

結果概要について 
 

旧市長公舎の歴史的価値等を尊重しつつ、民間事業者の創意工夫を活かした利活用を図るため、広く

意見、提案を募り、対話を通じて、活用の可能性やアイデア、事業実施の意向を有する民間事業者等を

把握することを目的に、サウンディング型市場調査を実施しましたので、その結果をお知らせします。 

 

１ 対話実施期間 
 

令和８年６月１５日（月）～８月７日（金） 
 

２ 対話項目 
 

①想定する事業(活用)の内容 

②希望する運営(維持管理)方法 

③希望する事業方式(コンセッション・賃貸借・指定管理等) 

④事業実施に向けて市に期待する役割・支援、配慮してほしい事項(用途制限の緩和も含む) 
 

３ 対話参加事業者数 
 

  ７者（建築業、建築コンサルタント業、建設業、設備工事業、不動産再生業、イベント運営業、 

文化振興団体） 
 

４ 対話概要 
 

① 事業(活用)の内容 
 

○少人数、高単価の宿泊、飲食等の単独用途での活用。 

○収益性の観点から、宿泊、飲食(カフェ)、交流(貸館・ギャラリー)、文化体験(伝統文化体験)、 

小規模小売等の複数の機能を組み合わせた複合施設としての活用。 

○庭園の魅力を旧市長公舎の付加価値として最大限活用。 

○本市の伝統文化、アート等を体験できる文化体験拠点、文学資料等の展示、研究、創作活動をする 

文化を創る拠点としての文化的活用。 

○地域住民の利便性向上を図るとともに、災害時の地域支援拠点として活用するために、地域密着型

生活支援店舗(コンビニエンスストア)を誘致。 
 

＜主な活用提案＞ 
・宿泊施設(少人数・高単価) ※民泊含む 

・飲食施設(高級レストラン) 

・複合施設(文化発信・カフェ・地域交流等) 

・エコハウスモデル住宅 

・文学館＋地域密着型生活支援店舗(コンビニエンスストア) ※建物の半分を解体し新設 

・チャレンジショップ(物販・飲食・教室等の複数枠の貸店舗) 

・シェアオフィス 
 

② 運営(維持管理)方法 
 

○民間主体の運営を基本とし、地域連携や民間資金等を活用した持続可能な自主運営を想定している。 

○複数の事業を組み合わせた複合施設として、収益性を確保することが望ましい。総合的な施設マネ 

ジメントや行政と民間の意見等を調整するために、建築、経営、地域連携等に精通した専門人材

(中間管理者)を配置した運営が望ましい。 

○宿泊施設については、宿泊事業を運営できる地域の事業者と連携して事業展開したい。または、無 

人チェックインシステムや民泊管理業者への管理委託等を導入し、人件費等を抑制し、収益状況に 

応じて段階的に設備投資や人員配置を進める運営が望ましい。 

○建物は全解体した上で、構造材を活用しながら旧市長公舎を再構築し、歴史的価値を継承しつつ、 

 安全性を確保する改修が望ましい。 
 

③ 事業方式(コンセッション・賃貸借・指定管理等) 
 

○長期賃貸借や指定管理を基本としつつ、ＰＦＩ手法(コンセッション等)の活用を期待する。一方で、

ＰＦＩ手法は、旧市長公舎の施設規模から単独で適用させるのは難しいのではないかと思う。 
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○施設の一部に公的機能を持たせ、行政からの支援(指定管理等)をいただきながら、民間資金を活用 

した事業方式が望ましい。 

○国内外の投資家から資金調達し、事業展開するスキームを想定している。 

○民間ファンド、ガバメントクラウドファンディング等による資金調達も視野に入れ、事業内容に応 

じて柔軟な事業方式を採用することが望ましい。 
 

④ 事業実施に向けて市に期待する役割・支援、配慮してほしい事項(用途制限の緩和も含む) 
 

○建物の耐震補強や改修工事等の初期投資への財政的支援。 

○用途地域の制限への対応(緩和)や手続き等の制度的支援。 

○建物の改修費、維持管理費の負担区分が不明確な場合、民間事業者の参入判断や資金調達に影響す

るので、明確にしてほしい。 

○建物の保存方法については、全面保存を前提するのではなく、歴史的価値を残しながら、部分的な

保存も検討し、保存活用範囲を明確にしてほしい。 

○地域の宿泊事業者や企業等とのマッチング支援。 

○市が主体となって地域住民への説明や合意形成等を行ってほしい。 

○土地、建物の無償譲渡を希望するが、建物は無償譲渡していただき、土地は長期賃貸借契約等を締

結する方法も検討してほしい。 

○行政の意思決定、予算編成、手続き等に伴う事業推進のスピードと民間のスピードにギャップがあ

るため、行政の庁内連携や迅速な意思決定等を期待する。 
 

⑤ その他 
 

＜課題・懸案事項等＞ 
○耐震性の確保や老朽化に伴う設備の更新等の大規模な改修が必要。民間事業者単独で改修費を負担

し、投資をすることは困難。改修費が高額となることが予想されるため、事業費の妥当性について

も精査が必要。 

○文化施設(見学施設)のみでは収益の確保が難しく、持続的な運営は困難。飲食店単独も運営は困難。 

○収益を確保できる事業内容と建物の保存活用のバランスを慎重に検討した方が良い。外観保存と内

部改修の条件整理が必要。 

○第一種低層住居専用地域における用途制限が民間参入の障壁になる。 

○地域住民の理解や合意形成が事業実現の重要な要素になる。 
 

＜その他＞ 
○旧市長公舎の価値は、建物の豪華さではなく、歴史的な価値であると思う。 

○保存すべき対象は外観及び主要室を中心に考えた方が良い。 

○旧市長公舎をそのまま保存するのではなく、価値ある部材や意匠を継承し、新築や再現部分と組み

合わせる手法も検討すべきである。 

○西大畑エリア全体を対象としたエリアマネジメントの視点で検討すべき。エリア内の歴史的建造物

等との連携により、地域全体のブランド形成が期待できる。 

○ストーリー性のある事業づくりとブランド力やデザイン性のある民間事業者の誘致が重要だと思う。 

○庭園に価値があるので、庭園のライトアップや景観演出を行うことにより夜間の魅力向上が期待で

きる。 

○庭園の松の後継樹を育て、市民へ譲渡する等、地域の歴史や物語を継承する取り組みを展開しては

どうか。 
 

＜民間事業者の参入意向＞ 
○事業主体として参入の意向あり（2者） 

※ただし、初期投資に対する財政支援がある等の条件付き 

○事業主体ではなく、協力事業者として参入の意向あり（2者） 

○参入の意向なし（3者） 
 

＜文化財登録の是非＞ 
  ○文化財登録は必要（4者） [主な理由] 財政支援等のメリットがあるため 

  ○文化財登録は不要（2者） [主な理由] 建物改修の自由度が制限されるため 


